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令和７年度の医療法第 25 条第１項の規定に基づく立入検査の実施方針

静岡県健康福祉部

Ⅰ 定例検査

１ 実施方針

・「医療法第 25 条第 1 項の規定に基づく立入検査要綱」及び「医療法第 25 条第 1

項の規定に基づく立入検査実施要領」に基づき、立入検査を実施する。

・今年度の定例検査は、前年度又は前回指摘した事項の改善状況及び「４ 重点項

目」に主眼をおき、実地立入により実施する。

２ 対象施設

下表の今年度実施予定（各保健所で決定）の医療機関を対象とする。

表 今年度対象施設

※療養病床を有する診療所は毎年実施

（参考）無床診療所及び助産所に係る留意点

次のいずれかに該当する施設の場合は、本年度中に実施する。

・本年度中に新規開設した施設

（開設が年度後半の場合は、開設後の実地検査の時期を考慮し、翌年度に検査

を実施しても差し支えない。）

・昨年度に新規開設した施設で、開設後の実地検査を実施していない施設

・本年度に医療法人設立認可申請の事前協議資料の提出があった施設

３ 検査項目

県要綱：静岡県医療法第 25 条第 1項の規定に基づく立入検査要綱

県要領：静岡県医療法第 25 条第 1項の規定に基づく立入検査実施要領

（１）病院(令和７年度県要綱及び県要領による)

施 設 令和６年度 令和７年度 （参考）国目安

病 院 毎年 毎年 原則毎年

診療所
有床 原則３年に１回※ 原則３年に１回※ 概ね３年に１回

無床
原則５年に１回 原則５年に１回 随時

助産所

項目等 帳票名 根拠

・施設の概要

・患者、従事者、設備等の状況

（25 年度より、開設許可病床数に加え、1年間以上

休止している病床を除いた実稼働病床数も記載）

施 設 表

県要綱
次の部門に関する事項 計 136 項目

検 査 表①医療従事者 ②管理 ③帳票・記録

④業務委託 ⑤防火・防災体制 ⑥放射線管理
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（２）診療所・助産所(令和７年度県要領による)

４ 重点項目

（１）共通項目

ア 前年度（前回）指摘項目

イ 医療安全、院内感染、サイバーセキュリティ及び医師の働き方改革の確保に

係る次の項目

① 医療の安全管理のための体制確保

② 院内感染対策のための体制確保

③ サイバーセキュリティの確保

④ 長時間労働となる医師に対する面接指導の実施及び休息時間の確保

（２）病 院

前年度の検査において指摘件数が多かった項目

ア 医療従事者の不足(令和６年度指摘 10 件)

イ 管理体制に関する指摘(令和６年度指摘 45 件)

（３）診療所・助産所

前年度の検査において指摘件数が多かった項目

ア 診療用放射線の安全利用のための指針の未策定（令和６年度指摘 74 件）

イ 放射線診療に従事する者に対する診療用放射線の安全利用のための研修の

未実施（令和６年度指摘 73 件）

ウ エックス線装置等に関する記録（令和６年度指摘 43 件）

・医療安全管理体制（20項目）

・院内感染防止対策（６項目）

・感染性廃棄物処理（５項目）

・機能分担（10項目）

・地震防災対策（８項目）

・個人情報保護（１項目）

・医療広告（１項目）

県独自調査票１

県要領・紹介、救急、院外処方等の状況

・診療科ごとの入院・外来患者延数

・従業者数（助産師ほか）

県独自調査票２

＜透析診療関係＞

・施設と透析医療機器（４項目）

・スタッフ（４項目）

・透析操作（８項目）

・院内感染対策（４項目）

透析診療内容等

調査票

項目等 帳票名 根拠

次の部門に関する事項 計 76 項目

診療所・助産所

立入検査表

県要領＜透析診療関係＞

・施設と透析医療機器（４項目）

・スタッフ（４項目）

・透析操作（８項目）

・院内感染対策（４項目）

透析診療内容等

調査票

①管理 ②帳票・記録 ③業務委託

④放射線管理

⑦医療広告

⑤地震防災対策 ⑥個人情報保護

⑧その他



- 3 -

Ⅱ 随時検査

１ 実施方針

医療法上適正を欠く疑いのある医療機関については、適正な医療を確保するため、

随時に立入検査を実施し、厳正に対処すること。

２ 対象医療機関

県又は保健所に疑義情報が寄せられ、医療法上適正を欠く疑いが強い医療機関を

対象とする。

※ 「疑いが強い」とは

情報提供の内容が具体的であり、同様の情報が数度寄せられる、情報提供者

が氏名を明らかにしているなど、情報の信憑性が高いものをいう。

３ 検査項目

立入検査に係る要綱及び要領に定める検査項目のうち、疑義内容に係る項目に重

点を置いて実施する。

４ 検査実施体制

医療政策課、関係課及び所管保健所が連携し、検査対象項目に即した検査班を構

成すること。

５ 検査実施方法

必要に応じ、次の各項目の方法を採り入れて行う。

（１）無通告による実施

無通告によることが効果的であると考えられる場合は、検査対象医療機関に対し、

無通告で検査を実施する。ただし、無通告による検査は、当該医療機関の診療行為

に与える影響に配慮して行う。

（２）実態確認の徹底

例えば、医療従事者の実態確認においては、出勤簿、勤務割表等の定例の立入検

査での確認書類に加え、所得税の源泉徴収や年末調整関係書類等についても確認の

上、必要により個別に面談を行うなど、個々の事案に応じて、効果的と考えられる

確認方法を採り入れる。

（３）再検査の実施

１回の検査で確認できない場合は、複数回にわたり検査を行う。

例えば、医療従事者の勤務実態の確認については、夜間勤務及び週末勤務の状況

も実地にて検査すること。

また、検査後、改善状況の確認のため、必要に応じ再検査を行う。

６ 関係機関との連携

東海北陸厚生局、市町その他関係機関と連携を密にし、他の制度による対応も含

め、実効性ある方策を講じる。

７ その他

疑いが強いとは言えないまでも、立入検査の必要があると認める時は、医療法 25

条第１項に基づき検査を行う。
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Ⅲ 立入検査実施に当たっての留意点

１ 病院における未稼働病床解消の指導

県では、病床の種別ごと、医療圏ごとに基準病床数を設定し、その範囲内で地域

で必要な医療提供体制の整備を進めている。

このためには、開設許可を受けたにもかかわらず、実際に稼働していない病床（以

下「未稼働病床」という。）を解消し、限られた病床を効率的･効果的に利用するこ

とが重要である。

ついては、病院に対する定例の立入検査の際、病床の稼働状況を聴き取り、未稼

働病床がある場合は、解消方策とその時期（地域医療構想調整会議において当該病

院が運用計画を示している場合にはその進捗状況）を確認把握する。

２ サイバーセキュリティ対策

令和７年度の医療法第 25 条第１項の規定に基づく立入検査の実施について（令

和７年６月 27 日付け医政発 0627 第９号厚生労働省通知）に基づき、サイバーセキ

ュリティ対策として２項目を確認する。

（１）医療機関におけるサイバーセキュリティ対策チェックリストに必要な事項が記

入されているかを確認

（２）インシデント発生時の連絡体制図の有無（内容）を確認

「医療機関におけるサイバーセキュリティ対策チェックリスト」内の確認結果で

「いいえ」がついたチェック項目は、令和７年度内に対応するように指導する。

３ 業務継続計画（BCP）の策定

令和６年１月に発生した石川県能登半島地震で、災害発生時の継続的な医療提供

体制の確保の重要性が再確認されたことをうけ、県独自調査票１「5-8 業務継続

計画（BCP）の策定」において策定の有無を確認する。（平成 24 年３月 21 日付け医

政発 0321 第２号厚生労働省通知）

４ 長時間労働となる医師に対する面接指導の実施及び休息時間の確保等の状況

医療法第25条第１項に基づく立入検査の実施上の留意事項について（面接指導の

実施、勤務間インターバル及び代償休息の確保）（令和６年３月15日付け厚生労働

省事務連絡）に基づき、医師の働き方改革に関する４項目を確認する。

（１）面接指導の実施状況

（２）面接指導実施後の就業上の措置

（３）労働時間短縮の措置

（４）特定労務管理対象機関の医師への勤務間インターバル及び代償休息の確認

なお、令和７年度の検査は、直近１年間の勤務状況に基づき検査を実施する。ま

た、医師１人で診療所を開設している医療機関は、面接指導実施の対象外となる。

違反等が見受けられた医療機関は、所管保健所から、検査実施後にふじのくに医療

勤務環境改善支援センターでの支援を受けるように指導するとともに、県医療政策

課及び地域医療課に情報提供すること。面接指導実施医師が不在の病院は、面接指

導の必要が生じた際の対応を確認する。

５ スプリンクラー設備設置の確認

消防法施行令第 12 条において、延べ面積が 3,000 ㎡以上の病院、診療所及び助

産所（平屋建を除く）は、令和７年６月 30 日までにスプリンクラー設備の設置が

義務づけられているため、立入検査実施時に設置状況を確認する。未設置の医療機

関には、具体的な設置時期及び計画を確認する。
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６ 医療法人における経営情報等の報告を追加

医療法69条の２第２項において医療法人が開設している病院について、会計年度

終了後３か月以内に、経営情報等を都道府県知事に報告することとなっているため、

報告の有無を確認する。未報告の病院には、報告をするよう指導する。

７ 医師の宿直について

医療法第16条において、医業を行う病院にあっては医師を宿直させている必要が

あるため、医師の宿直体制が整っていることを確認する。

なお、医師の宿直体制に限らず、宿直実態についても、必要に応じて、病院日誌

や宿直日誌などの記録を確認することにも留意する。


